






ら民間活力を積極的に導入し,様 々な実施主体の参入を促進 し,広 く福祉サービスの
提供を促す方針を示 しつつある。そのなかで,日 本各地ではサービス利用者の保護を
目的とした人権擁護活動が展開されつつある。地域社会での役割が重要視され具体的
にその責任を地方 自治へ移行するなかで,今 後の地域福祉が地域住民の権利を守 りな
がら,い かに安定 したサービスが受け られるシステムを構築 していくのかが課題 とな
っている。その課題に応 える活動 として注 目されているオンブズパーソンの活動を検
証し,その課題と展望について述べることを目的としている。














関心は高 まり,政府はその国民のニーズに応えようと,抜本的な社会構造の変革を検討 して き




る作業 とともに,新 しい社会福祉実践として人権擁護活動が改めて注 目されている。 このこと
は,改 革に伴う社会的システムとしての必要性 と,人権擁護に関する理念の熟成などの要因で
展開されつつある。本稿では現在取 り組まれている人権擁護活動の若干の整理 とともに,今 後
の地域福祉 との関連について考察 したものである。
1社 会 福祉 基礎 構造 改革 の分 析
(1)社会福祉基礎構造改革の問題点
1996年8月に厚生省は 「社会福祉事業の在 り方に関する検討会」を設置 し,翌97年11月25
日に 「社会福祉の基礎構造改革について(主要な論点)」という文章をまとめた。これをうけて,
社会福祉事業法の改定を行うために11月28日には中央社会福祉審議会に社会福祉基礎構造改革





社会福祉事業 ・社会福祉法人 ・サービス利用 ・権利擁護 ・施設整備2.質 と効率性の確保:
サービスの質 ・効率性 ・人材養成,確 保3.地 域福祉の確立:地 域福祉計画 ・福祉事務所な
ど行政実施体制 ・社会福祉協議会 ・民生委員,児 童委員 ・共同募金4.そ の他 といった項
目が示されている。
ここで,改 革の問題点を人権擁護 と関連する問題点について絞込み検証 していきたい。まず,
「皿改革の具体的内容」の 「1.社会福祉事業の推進」で述べ られている福祉サービスの利用に
ついて,利 用者の個人 としての尊厳を重視する観点 に立ち,行政庁の判断によりサービスを提
供する措置制度から,利用者が自らサービスを選択 し,サービス提供者 との契約によりサービ
ロラ
スを利用する制度への移行 を行うとされ,措 置制度から契約制度の導入を行 うされている。こ
こで,契 約制度に隠されている問題点を指摘 しておきたい。契約制度の基本は,個 人 とサービ
ス提供者 との契約を前提 として,そ の契約が成立することがサービス提供の開始となる。では,
その契約が成立しえない状況について考えるならば,1.ニ ーズを有 しなが ら,サービス提供
を拒む利用者2.ニ ーズを有 しながら,サ ー ビス提供を拒む事業者3.ニ ーズを有 しなが ら,
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サービス利用の方法を上手 く活用できない利用者 といったケースが想定される。1.に 関して
は,ソ ーシャルワーカーの役割が重要になって くる。福祉ニーズを有する本人の主訴を理解し,




となるが,事 業運営の過程で対費用効果を一方で追求 したとき,最終的にはケースへの関わ り
に対する継続は事業責任者の裁量に因って しまう。つまり,事業運営者側が利益 を生み出さな
い対象であると判断された場合,援 助は中断されてしまう可能性があるということである。2.
についても同様に,ニ ーズを有 しなが らサービス提供を拒む事業者が生 まれて くる可能性 は否
定できない。つまり,一定の利益水準を守ろうとすると利益 を生み出さないまたは,効 率的に
対処できない利用者であると判断される場合は,契約締結の拒否および解除も可能であるとい
うことである。 また,3.に 関しては,社 会福祉サービスの提供にあたっては利用者の選択を
尊重 し,そ の福祉ニーズとサービス提供者の都合とを調整する手段 として市場原理を幅広 く活
くの
用 してい くことを先の 「検討会報告」で述べており,福祉分野における市場原理 ・競争原理を
導入することにより対等な関係の確立や信頼と納得の得られる質と効率性の追及などが実現す
るとされている。 しか し,このことは事業者への新たな費用負担 を強いる可能性がある。つ ま
り,利用者 を確保するための広報費が必要となって くる。このことは,利用者への積極的な利
用を促すために,競争による広報費の膨張,事 業運営の圧縮,効 率のさらなる追求へとつなが
る可能性がある。このことは,サ ービスの質の低下,利 用者の選別,利 益優先の効率主義に陥
る危険性を孕んでいるといえる。
このように,「社会福祉事業の推進」に挙げられている内容を検証 していくと社会福祉の利用
者が生活者ではなく消費者として解 され,市 場原理の導入 を通 じた対等な関係の樹立を論理と
して導 きだそうとしている。 しかし,こ のような改革に伴 う利用者保護の社会的機能を合わせ
て設置 しておかなければ改革に伴う混乱は避けられない といえる。
(2)構造改革と権利擁護の必要性












思能力にハ ンディキャップをもつ人びとを対象 として,そ の権利擁護を目的に創設され,「経済
生活支援サービス事業」「権利擁護に関す る相談事業」「啓発事業」を3本柱 として展開してい
る。特にこれ らの対象者にたいする財産管理 に関 しては地域の社会資源であるホームヘルパ
ー ・保健婦 ・民生委員などの協力を得てセ ンター職員 ・社協職員によるサービス利用の意思確
認などを行 う。また,サ ービス利用に関する契約締結に際 しては精神科医師等の診断による意
見書を添付する。それらの調査資料をもとに大阪後見支援センターの審査会にてサービス利用




定権を尊重する後見人制度の導入へ移行 される。 しかし,そ の制度が創設 された後も課題は残
され,大 國氏は 「諸外国に比しての家庭裁判所や裁判官の数の少なさ,サービス機関としては,
まだ不慣れな裁判所の体質,裁 判所が住民の 日常生活からきわめて遠い存在 としか認識されて
いない国民感情などを考えると,イ ギリスの持続的代理権授与制度や ドイツ世話法のような利
くの
用状況になるのは難 しい」と述べさらに 「成年後見制度が,民 法 という,取 引社会,契 約社会
における法律行為の主体者としての痴呆性高齢者 ・知的障害者 ・精神障害者を支援する法律で
あるか ぎり,ケ アのための総合的なサービス提供や,虐 待か らの人権擁護 といった意味の法律
くゆ
としては限界がある」 と指摘し,後見人の役割 として医療や福祉に関する契約締結や契約履行




このように,地 域福祉権利擁護制度などが創設 される背景には,積 極的な意味での人権擁護
を視野に入れた制度ではな く,措置制度から個人契約制度の移行に伴 う契約関係上での トラブ
ル回避を主に想定 しているといえ,「苦情解決の仕組みの導入」「誇大広告の禁止」「利用契約に
ついての説明 ・書面交付義務付け」などの対策は,介 護保険制度を円滑に運用するための,介
護保険契約の締結,保 険料の確保,介 護サービス契約やケアプラン作成契約の締結,利 用料の
くの






社会福祉基礎構造改革にともない,利 用者の保護,人 権侵害などに関する社会的セーフテ ィ
ーネットの構築に関 して,地域福祉権利擁護制度などに関する検証を行った。 しかしなが ら,
新たに創設される事業では,積 極的な人権擁護の視点を欠き,課 題を残す結果となっている。
そこで,近 年福祉関係者及び教育関係者のあいだで 「人権擁護」をテーマとした取 り組みが展
開されている。しか し,これらの活動には行政主導型,市 民型,施 設主導型といった実施主体
の違いから,ま た権利擁護に関する厳密な定義や理念が統一されていないなどの問題から必ず
しも整理されていない状況である。そこで,現 在取 り組 まれている権利擁護活動の現状からそ
の内容の整理 とともに,そ の特徴を探 り現状の課題について触れたい と考える。
図1全 国福祉オンブズマン規約等一覧表




世田谷区 苦情処理の手続き規定 苦情受付 ・審査 ・処理 苦情審査会
中野区 苦情処理 苦情受付 ・審査 ・処理 福祉オンブズマン 意見表明権
三鷹市 苦情処理 苦情受付 ・審査 ・処理 福祉オンブズマン









理 ・調査 ・意見表明 ・勧告








厚木精華園 利用者からの要望 ・意見 ・
苦情の受付
苦情 受付 ・施設 の 人的,物
的環 境 の アセス メ ン ト ・調
査 ・意 見具 申 ・勧 告
オ ンブズマ ン モニター制度の
導入
内潟療護園 苦情 ・要望 ・意見の受付 苦情相談受付 ・調査 ・通知 ・
意見表明
オンブズマン委員会 園長の是正義務
清瀬療護園 利用者の入権擁護 相談受付 ・調査 ・勧告 人権擁護委員会 施設責任者によ
る諮問 ・答申
清流苑 利用 者 の利用 権保 護 ・自由 ・
人権 ・プ ライバ シー の確保 ・
























図1で は,現 在福祉分野に関連する人権擁護活動に関 し,規約 または要綱などを作成 し活動
を展開 している公的および民間機関の一覧である。まず,大 きな特徴 として公的機関での規約
では専 らその目的を福祉サービスの利用者か らの苦情処理に絞 り込んだものとなってお り,従
来の行政不服審査などの手続 きを経ず とも(ま た条例や要綱によって規定された福祉サービス
では行政不服審査請求ができないなどの理由か ら)問題解決 を進めようとする意図が読み取れ
る。そして,い ずれ もその苦情内容に関 して利害関係 を有 しない第3者 による苦情受付 ・調
査 ・処理 といった形態をとり,サービス利用者への保護を確保 しようとしている。 しか し,そ




いるサービス内容に限定 しているため,虐 待などの第3者 からの申し立てなどには対応できな
い制限的な要素を含んでいるといえる。
一方,民 間での取 り組みは大 きく2種類に分けることができる。1.単 一の施設内で,独 自
の第3者機関を設置 し,利用者の保護を行 う。2.複 数の民間施設で共同して第3者 機関の設
置を行い,利 用者などの保護を行う。といった特徴に分けることができる。
1.についての傾向は,制 度の利用を自らの施設サービス利用者または利用者の利益 を代弁
する者に原則限定し,サ ービス内容などについての苦情受付 ・調査 ・処理といった形態を通 じ
て利用者の保護を行う。 また,第3者 機関を設置 しその受付を行う。申し立てに関しては文書
での義務 は無 く,口頭での申し立が主である。また,第3者 機関が施設サービス内容を任意で
検査 しサービス内容をチェックする機能をもつ場合 もある。 しかし,第3者 機関に任命 される
者が利用者 との利害関係 を有する施設職員がなる場合 もあ り,中立性 をどこまで確保で きるの
かが課題となる。また,構 成メンバーの任命に関しては最終的に施設長または法人理事長があ
たる場合もあ り,利用者 または利用者の家族などの意見が どこまで反映されるかといった課題
もあるといえる。2.で は同一種類の施設または同一地域内の福祉施設を対象にした共同組織
で運営され,組 織的な取 り組みが特徴である。 また,人 権擁護活動を行うに際して独 自の権利
宣言および権利擁護宣言をまとめ,具体的に人権擁護に関する共通の理念 と認識をもって取 り
組 んでいるという特徴 も見られる。 また,第3者 機関の運営 に関してもその独立性や,任 命に
関する手続 きも民主的傾向が伺われる。
ここであげた内容に関 しては現在 日本で取 り組まれている人権擁護活動の全てではないが,
行動規約等に基づ きその活動を行っている団体であ り,先駆的な取 り組みを展開 している団体
を中心に考察を試みたものである。しか し,共通した傾向として公的機関の行う人権擁護活動
には苦情処理を主 目的とした段階にとどまってお り,地域住民の広い人権擁護を行 うという段
階にまで至 っていないといえる。また,民 間団体などで取 り組まれている人権擁護活動は,基
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本的な形態は一致 しているが,詳 細な部分における違いや,運 営に関する方法の相違,ひ いて
は利用者 にどのような権利が保障されてお り,その権利保障のためにこれ らの制度をいかに生
かそうとしているのか等といった点においては課題が残されているといえる。
以上のように,現在取 り組 まれている活動には一定の効果は期待 されるが,社 会福祉の構造
改革にともなう契約社会への移行,そ の移行に伴う競争原理,そ の競争原理に勝ちぬ くための
品質の向上,品 質の向上を目指すための人権擁護活動の必要性,と いった視点がこめ られてい
る合 目的性が一方で求められ,こ こで,「人権を確保する」という問いに対する議論をしていく
必要があるといえる。
戦後50年間,基 本的人権を保障するため,そ の具体的方策 として措置制度が生まれ,子 ども
や障害者などの人権を公的に保障 してきた段階か ら,個 々の契約を通 じて実現するという段階
に移行 しようとしている。つまり,措置制度によって公的に守られて きた人権 を担保する社会
的システムが必要であ り,人権保障が全て民間で賄 われるのか,そ うでないとすれば公私の役




のなかで構築 していくべきか といった課題 を指摘 してきた。つ まり,社会構造の変化とともに
社会的に人権の問題を公私の役割を明確にしなが ら解明していく作業が必要になって くる。





検討委員会』が発足 し,同年7月 には市内の小学生お よび中学生に意識調査を行った。その結
果を踏まえ同年10月には 「子 どもの人権 と教育についての提言」をまとめ,川 西市教委での基
本的考えを提示した。その内容は大 きく3つに分けることができるが,1つ は 「一人ひとりの
子どもの人権を真に尊重する学校づ くりのために」。2つ 目に 「家庭の子育てに対する地域社会
の連携 と相互支援を推進するために」3つ 目に 「子 どもの人権確立のために必要な教育委員会
の取 り組み」といった3本 柱で構成されている。いずれの提言も1989年国連総会で採択され 日
くり
本でも1994年にその批准を行った 「子 どもの権利条約」の具体的実践 として位置付けられてお
り,子 どもに有する権利 とはどのようなものかを具体的に示 している。その具体的内容につい
て特徴的な内容をあげるとする。提言1の 具体的実践 として10項目に渡 り述べ られている。そ
のなかで① 『すべての学校園で 「子 どもの権利条約」を具体的に実現する実践教育を』② 『法
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律で認められていることを子 どもにもきちんと認める学校園を』⑦ 『子 どもたちが 自分の意見
を自分でいえるよう支援 し,子 どもの自己表現の機会をどんな場合でも積極的に保障 していく
学校園を』とし学校現場を中心とした取 り組みを進めることを提言 している。提言2で は1924
年の 「ジュネーブ宣言」か らいわれている子 どもの発達保障の原則や特別な保護の原則 を踏ま
し　 ト
え,子 育てにかかわる公的 ・社会的なサポー トの充実を求め,そ の具体的提言は6項 目にわた
り述べ られている。そのなかで② 「特に乳幼児段階か らの親の実践的な子育ての連携や相互支
援を」③ 「地域の子育てを支援する広域的な情報発信基地を」⑥ 「地域社会に子どもの人権を
守 り不断に確立 してい くシステムを」などの地域横断型の取 り組みをおこない,ま た地域社会
での連携や相互支援を促すことを提言 している。また提言3で は子どもの人権にかかわる地方
自治の在 り方を具現する取 り組みとして6項 目述べられ,そ のなかで① 『子 どもたちの実感に
基づいてその現状を把握する 「子 どもの実感調査」を毎年度実施 し,これを川西の教育の 「推
進の方向」を基礎づける資料として活用すること』③ 「子 どもたちの日々の学校生活において,
子どもたちが自ら権利を具体的に行使できる学校の環境整備 をはかること」⑥ 『地域の子 ども
たちの人権を守 り不断に確立 してい くシステムとして,公 的な 「子どもの人権オンブズマン制
度」の創設を図ること」とし,子 どもの人権にかかわる問題 を公的責任においていかに確保 し
てい くかという具体的提言がなされている。







































9/9～9/30の 間 に 市 内 小 学 校6年 生(1469人)及 び 中 学 校3年 生(1394人)に 実 施
9/7～9/30の 間 に 市 内 小 学 校5年 生(1463入)及 び 中 学 校2年 生(1480人)に 実 施





図2・3は 検討委員会が行ったアンケー ト調査の一例であるが,「い じめ」の問題に関して小
5から中3ま でのそれぞれの学年で半数前後の子どもたちが何 らかのい じめを経験 し,さ らに
そのい じめを経験 した子 どものうち,深刻な苦痛を感 じている実態が浮きぼりになった。 また
「生きているのが とてもつ らく思える」子どもたちの数は市内の小中学生全体に広げて推計すれ
くの
ば,少 なくとも200人以上の子 どもが,そ のような現実に今まさに置かれていると考えられ,こ
のことは,現代的現象であるい じめによる自殺や登校拒否 といった問題につながる要因として
捉え られる。 さらに図4・5で はい じめを受けた際の相談相手を示してお り,友人や上級生と








体的な条例の制定作業を行い,実 効性のある方法を検討 した。その結果前述の 『地域の子ども





9/9～9/30の 問 に市 内 小 学 校6年 生(3469人)及 び中 学 校3年 生(1394人)
9/7～9/30の 間 に市 内 小 学 校5年 生(1463人)及 び 中学 校2年 生(1480人)









が制定 された。この条例は,全22条からな りオンブズパーソンの設置 ・救済申し立て及び処理
その他運営状況の報告 ・公表,市 民への広報などの規定が盛 り込まれている。
条例第6条 にはオンブズパーソンの職務が規定され,(1)子 どもの人権侵害の救済に関する
こと(2)子 どもの人権の擁護及び人権侵害の防止 に関すること。(3)前2号 に掲げるものの
ほか,子 どもの人権の擁護のために必要な制度の改善等の提言に関すること。.とされ,子 ども
の人権擁護に関して,オ ンブズパーソンが制度の改善等の提言を行うことができるとしている。
また,そ の 「制度」 とは子 どもに影響を及ぼす公的または社会的なしくみ,き まり等を広 く指
くユの
し,条例や規則,学 校の校則等 も含むとされている。
図6で は,オ ンブズパーソンの役割にりいて示 したものである。オンブズパーソンは市長の
付属機関として機能しているが,法 令により独立に権限を行使することを認め られてお り,中
立な第三者機関として位置付けられている。その主な役割として子 どもの人権に関わる相談受













これ ら,一連の条例に基づ く活動のなかで,子 どもの人権擁護に関する援助が進め られるわ
けであるが,課 題として一般市民への調査では任意の協力 を求めることとされ,虐 待など日常
生活などの事実関係を確認する作業では,近 隣住民 との連携が不可欠であり,地域での協力体
制の確立を促す面では課題を残している考えられる。
しか し,人権問題に関して公的な責任としての認識 とともに,国 際的な条約を実践 しようと
する取 り組みは評価でき,さ らなる事例の積み重ねによる研究が期待されるといえる。
3権 利 擁護 活動 と地域福 祉 の課題
権利擁護に関しては,そ の役割や責任 ・範囲 といった内容を踏まえると一つの課題に直面す
る。川西市の条例では国際的な人権規約を具現化することを公的責務であるという認識か ら出
発 し,子 どもの人権擁護への取 り組みをしようとするものであり,その基本的姿勢を保持 した
形で地域住民 との連携を模索しようとしている。 しか し,社会福祉基礎構造改革がもたらす社
会システムの変化は,人権保障 といった課題に対 して更なる不安要因を与える可能性を秘めて
いる。そのことは,子 どもの権利条約に象徴 される国際的な人権擁護基準などの議論や検討 を
充分に行わないまま,構 造変革を優先するところか ら出発 しているのである。その意味で,人
権保障に関する責任と役割分担を明確 にできないまま今 日に至っているといえる。
ここで,そ の役割分担と関連 して新井氏は 「権利擁護機関が個人財産に直接関与する業務を






また,氏 は図8で 示す権利擁護機関を提言 してお り,これら相談事業 ・財産保全管理 ・生活
支援者の派遣 を含めた身上保護あるいは虐待に対する問題解決には,行 政機関ではなく非営利
の公益性の強い法人が運営主体となることが妥当であると主張している。
























(日常支援者の派遣) 財産保全 ・管理事業 虐待への対応













出所:『 高齢者の権利擁護システム』新井誠,小 笠原祐次,須 永醇,高 橋紘士編,勁 草書房,1998年5月
25日,P.194






問題は,虐 待や生存権が脅かされる事態を未然に防いだ り,そのような状況をいち早 く発見
で きる地域住民 との協力による予防的社会福祉の視点を強化する必要性があると言える。つ ま
り,真の権利擁護を進めていくためには,地 域住民に人権意識に関する認識を高め 「人権に関
する共通の理解 と協力」を促 し,公私の役割分担のなかで,人 権保障の社会的システムを協働
で構築 してい く方向性を持たなければならないといえる。




会的 システムのあ り方 について試論 を試 みた。 その結論 と して,地 域社会 での協 力体制 の確 立
が不可欠で ある こと。 その前提 と して共生 と共感,協 働 と連帯 に よる人権擁護へ の共通認識 の
必要性で あ り,そ の共通 認識 は,「人権 とは何 か」 とい う問い に対 して,子 どもか ら大 人 まで,
また高齢者や障害者全ての地域社 会の構成要因に理解 し認識で きるこたえを提示することである。
構 造改革が 求め る,個 の尊厳 と,個 の 自立 を実現 す るには,個 の人権確保 を同時 に行 わなけ
れば達成で きない。 この人権確 保 は地域福祉 活動 の新た な実践 として,研 究 を進 めてい く必要































(さか もと つ とむ 社会学研 究科社会福祉学専攻修士課程修了 ・佛教大学実習指導セ ンター)
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